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考えられる選択 

(1)	グローバルな研究・教育拠点の設立	
•  文科省所管の私立大学設置の難しさ 
•  OISTのケース 
•  Cornell	Techのケース 
•  韓国のケース 
•  Toyota	Technological	Institute	at	Chicago	

	
(2)	研究所を中心とした教育拠点の形成	

•  外部化法人の可能性 
•  Stanford	Research	Institute 
•  IMEC	
•  シンガポールのケース	

	
(3)	地域に根ざした次世代型実践的教育拠点	
・カリフォルニアの三層構造の高等教育	
・次世代型工業専門学校？	
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文科省所管の大学設立の難しさ 
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コーネル・テック（Cornell	Tech）概要	
【概要】 
コーネル・テックは、2011年にニューヨーク市（ブルームバーグ市長）が実施したテック系大学の誘致政策“Applied 

Science”によって設立されることとなったコーネル大学とイスラエル工科大による大学院大学 

【大学の目的】 
　「テクノロジー × ＭＢＡ × アントレプレナーシップ」による高度テック系人材の輩出 

【専攻】 
　ＭＢＡ、コンピュータ・サイエンス、オペレーション・リサーチ、法学、ヘルス・テック　他 
　※スタートアップ設立に特化したプログラムの受講が全ての専攻に共有して必修化 

【学生数】 
　約３００人　（2017年現在） 

【寄付金】 
　７００億円以上 

【建設費用】 
　約２，０００億円（見込み） 

Cornell Tech Campus Tata Innovation Center Classes 



2010  アントレプレナーシップと雇用創出に特化したApplied Science分野のキャンパスの誘致に係るコンペ“Applied Science 
NYC”の開始をニューヨーク市が発表。勝者には、100億円のグラントと土地の無償提供（99年間貸与）	

　　　　　　＜申請条件＞	

　　　　　　　①米国トップ５０大学であること、②１千億円の基金を有すること、③年間75億円を研究活動に投資すること	

2011　　　７コンソーシアムが正式に応募　→　Cornell Techを選定	

2012　　　ニューヨーク市内のGoogleオフィスにてCornell Techの運営開始。（Googleはスペースを無償提供）	

2017 　　　ルーズヴェルト島のキャンパス開設（2万㎡）　※2037年に全キャンパス開設予定（5万㎡）	

“Applied	Science	NYC” 

申請大学 
コーネル大学、イスラエル工科大学 

スタンフォード大学、ニューヨーク市立大学 

カーネギーメロン大学、ステイナー・スタジオ 

コロンビア大学 

ニューヨーク大学、トロント大学、ウオーリック大学、インド工科大ボンベ
イ校、ニューヨー市立大学、カーネギーメロン大学 

ニューヨーク遺伝子センター、マウント・サイナイ医学部、ロックフェラー
大学、ニューヨーク州立大学ストーニー・ブルック校 

アミティ大学 



INCHEON GLOBAL CAMPUS – SOUTH KOREA 

Year	campus	
opened Majors 

2007 

-  Applied	Mathematics	&	Statistics	※	
-  Mechanical	Engineering	※	
-  Technology	&	Society	※	
-  Computer	Science	※	
-  Business	Management	

2014 

-  Accounting	
-  Computer	Game	Design	
-  Conflict	Analysis	&	Resolution	
-  Economics	
-  Finance	

2014 

-  Environmental	Technology	
-  Food	Technology	
-  Molecular	biotechnology	

 

2014 

-  Communication	
-  Psychology	
-  Film	and	Media	Arts	
-  Urban	Ecology	

-  Fashion	Design	
-  Fashion	Business	

Management	

-  Global	Affairs	
-  Management	

-  Public	Health	※	
-  Biomedical	Informatics	Global	(J.D.)　※ 

※	Under-grad	and	grad	level	programs 



Incheon	Global	
Campus 

Incheon	
International	Airport 

Seoul	

INCHEON	GLOBAL	CAMPUS	–	SOUTH	KOREA	
 



Toyota Technological Institute at Chicago) 

8 

The	educational	mission	of	TTIC	is	to	achieve	international	impact	
through	the	accomplishments	of	its	graduates	as	productive	
scientists	and	citizens.	The	notion	of	“impact”	in	the	educational	
mission	is	broader	than	in	the	research	mission.	The	graduates	of	
TTIC	might	achieve	impact	by	starting	successful	companies,	
managing	successful	products,	or	influencing	government	directions	
in	research	funding.	TTIC	also	strives	to	produce	PhDs	who	achieve	
academic	impact	throughout	their	careers.	The	institute	strives	to	
produce	graduates	who	contribute	to	society	through	their	
intellectual	leadership	in	computer	science	and	information	
technology.	Success	in	the	educational	mission	requires	appropriate	
selection	of	curriculum,	effective	teaching	to	enable	learning,	
effective	assessment	and	mentorship	of	students,	and	effective	
marketing	of	students	in	the	job	market.	TTIC	strives	to	place	its	PhD	
graduates	at	high	quality	research	institutions.	TTIC	also	strives	to	
make	its	PhD	students	visible	to	the	academic	community	before	
graduation.	This	can	be	done	most	effectively	through	publications	
prior	to	graduation. 



Toyota Technological Institute at Chicago 

• ミッション： コンピュータ科学の基礎分野及び情報技術の分野、特に
人工知能（機械学習）における、世界トップレベルの研究と教育活動を
通じ、人類に貢献する 

• トヨタ自動車からの基金（当初$105M、現在$230M、2017年には
$255Mの予定）により、豊田工大とシカゴ大学が連携して、2001年に
設立、2003年秋より開学。基金の運用と、グラントで運営。 

• 場所： イリノイ州シカゴ市ハイドパーク 

（シカゴ大学キャンパス内） 

• 現員： 教員(Full time) 23 事務職員7 

博士課程学生27 ポスドク・インターン(20) 

（日本人の教職員は学長のみであったが、今年からアメリカ人に変更） 
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By	Professor	Furui 



グローバル研究教育拠点形成の難しさ 

• スター研究者のリクルート 
•  誰が来るかによって全てが決まる。 

•  誰が「家族」で「居住」し「生活」し「根」を張るか。 

•  クロスアポイントメントは全く使えない→そもそも政策の目的が違う 

• 内外の研究者や学長の給与の格差 

• 海外における大学→成長産業 
•  大学の基金(Endowment)の成長と大学の発展 

• 誰がその資金を用意するのか？ 

• 公的資金で可能なのか？ 

• 海外では民間資金モデルへと変化 
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特別分野を除く、教授/准教授/助教授/講師 給与 1994-2018 
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分野別、最高給与額 – 教授 

12 

※	各Rank内に上級
Scale（5~9）を追加し、	
高額報酬も可能となった 



Base Salaries and for UC and AAU Institutions Leaders 
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主要大学の大学基金変遷�
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  カリフォルニア大学の各キャンパスの寄付額の推移	

•  カリフォルニア大学では、各キャンパスで1980年代以降に寄付収入が拡大。	 15	



考えられる選択 

(1)	グローバルな研究・教育拠点の設立	
•  文科省所管の私立大学設置の難しさ 
•  OISTのケース 
•  Cornell	Techのケース 
•  韓国のケース 
•  Toyota	Technological	Institute	at	Chicago	

	
(2)	研究所を中心とした教育拠点の形成	

•  外部化法人の可能性 
•  Stanford	Research	Institute 
•  IMEC	
•  シンガポールのケース	

	
(3)	地域に根ざした次世代型実践的教育拠点	
・カリフォルニアの三層構造の高等教育	
・次世代型工業専門学校？	
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大学・国研の外部化法人（仮称）の必要性 

産学官連携の現状 

大学・国研の外部化法人（仮称）の主な目的 

Ø 大学・国研に内在する課題※を速やかに解決する新たな形態による産学官連携を可能とする 
    ※研究実施面におけるスピード不足、専門知識が蓄積されにくい、研究者へのインセンティブ不足　等 
　　　　　 
Ø 大学・国研への民間投資増加によりオープンイノベーションを活性化※し我が国の国際競争力
を強化 
　　※大型共同研究の活性化により、大学・国研の知を社会実装 
　　 
Ø 産学官連携に積極的な大学・国研がアイディア次第で意欲ある取組にチャレンジすることを可
能とし、 

　 大学改革等を促進する 

Ø 国際競争が激化する中、我が国が発展を続けていくためには、企業と大学・国研が連携し、ス
ピード感を持ってイノベーションを創出していくことが必要 

Ø 我が国の産学官連携活動は、研究者個人と企業の一組織との連携にとどまり、小規模なもの※1

が多い 

Ø  2025年度までに企業から大学・国研への投資を2014年度の3倍にすることが政府目標とされて
いるが、現状のままでは目標達成も難しい状況 

Ø 産学連官携を促進するための更なる取組が必要 ※1我が国の大学等における1件あたりの共同研究費の規模は約200
万円 

等 

17 



＜現状の問題点＞ 
 ○我が国の大学・国立研究開発法人（国研）には硬直的な制約・慣行（人事・給与制度、資金運用管理等）
が存在 
　　　→企業の求めるスピード感で効果的に研究開発を推進する上での障害となり、産学連携等が促進され
ない要因に	

 

◆既存の制約・慣行等から離れることに
よる 
　 大幅なスピードアップ 
 
◆専門人材・ノウハウ等の蓄積による 
   企画提案力アップ 
 
◆経理の見える化による 
　 間接経費等の適切な確保 
 
◆研究者等への成果に応じた適切な報酬 

➡大学・国研の外部化を可能とするため、既存の制度を精査し、必要に応じて関連法を改正 

“外部化法人（仮称）”のメリット 

＜内外の動向＞ 
 ○海外では機能の外部化等により効果的に研究開発を推進 

 ○我が国でも、大企業において本体から独立した組織を立ち上げる「『出島』戦略」の動きが活発化 

＜対応の方向性＞ 
 ○大学・国研の外部化※がオープンイノベーションの活性化、資金の獲得等に有効 

“外部化法人（仮称）”のイメージ 

外部化法人 

大学／国研 

特定の大学や国研が設
立 

大学 国研 

複数の大学や国研が共同で設
立 

国内 
企業 

海外 国内 
企業 

海外 

大学 

※競争領域を中心とした共同研究機能等の外部化	

出資 出資 

オープンイノベーションの活性化に向けた新たな方策＝外部化 

外部化法人 
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SRI International（米国） 

•  スタンフォード大学から独立 
•  研究・製品開発やコンサルティングサー
ビス等をグローバルに実施  

大学から独立した研究機関 

産学連携実施法人（特定分野型） 

（参考）海外における取組事例 

SRI International HP 

（総収入：約６億ドル／ 

　 職員数：約１７００名） 

•  ナノエレクトロニクス、ナノテクノロジー
分野における世界的研究拠点 

•  ルーベン大学が核となり、諸外国の企業・
大学等が共同研究を活発に実施。 

•  連邦政府が所有する研究所を大学、民間企業
等に運営委託 

•  研究者の身分が政府職員でないため、民間企
業へのコンサルティング、起業活動に参加可
能 

国立研究所の運営委託 

例）米国・エネルギー省(DOE)が所管するローレンス
リバモア国立研究所は、カリフォルニア大学、メー
カー、独立系研究機関等の連合組織により運営 

•  コンサルティング及び開発事業を有償で受託 
•  大学教授を非常勤リーダーとして雇用し、研
究開発を実施 

産学連携実施法人 

シュタインバイスジャパンHP 

（総収入：約１.４億ユーロ／ 

 　職員数：約６０００名） 

シュタインバイス財団（独） IMEC（ベルギー） 

GOCO方式（米国） 
：Government Owned Contractor Operated	：Stanford Research Institute International	

（総収入：約４.１５億ユーロ／ 

 　所属研究者数：３５００名） 

：Interuniversitair Micro-Elektronica Centrum 

IMEC  HP 

19 



IMEC	
Background 

The	Concept	
Shaving	cost	/	Risk	/	Talent	/	IP	
• Pre-competitive	research	
• Typically	on	generic	topic	

Customized	Program	 

Company	B 
R1b 

R2b 
R0 

Exclusive	IP:	B社との別
途契約による共同研究	
研究費・条件・課題は

別途 

Company	A 

Co-Owned	IP：	
B社との共願－出願

後 

Shared	IP	(R0)	
=	exchange	free	
Information 

R1a 

R1e 

R1d 

R1c 

R2a 

R2e 

R2d 

R2c 

Company	C 

Company	D 

Company	E 

IMECの知財管理とマネジメント�



閣議決定文書等における取扱い 
◆統合イノベーション戦略2019[令和元年６月21日閣議決定] 
第Ⅱ部 
第２章　知の創造 
（１）大学改革等によるイノベーション・エコシステムの創出 
②　目標達成に向けた施策・対応策 
　　＜ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学連携）＞ 
　　　《共同研究機能の強化》 
・大学・国研と企業との大型共同研究等を活性化するため、大学・国研の共同研究機能等の外部化を可能とする新たな仕組みの必要性に
ついて2019年中に検討を行う。 

◆経済財政運営と改革の基本方針2019[令和元年６月21日閣議決定] 
第２章 Society 5.0時代にふさわしい仕組みづくり 
５．重要課題への取組 
（２）科学技術・イノベーションと投資の推進 
　 ① 科学技術・イノベーションの推進 
大型研究の集中的マネジメント体制の構築や共同研究機能の外部化など産学共同研究を活性化する新たな仕組みの必要性の検討や、
産学連携を通じた人材の多面的な活用、ギャップファンドの活用を含めたスタートアップ・エコシステムの構築、当事者の意識の
改革等により、オープン・イノベーションを推進する。 

◆成長戦略フォローアップ[令和元年６月21日閣議決定] 
Ⅰ.Society 5.0の実現 
　８．Society5.0実現に向けたイノベーション・エコシステムの構築 
　（２）新たに講ずべき具体的施策 
　　　ⅰ）自律的なイノベーション・エコシステムの構築 
　　　①産学官を通じたオープン・イノベーションの推進 
　　　　ア）産学官融合に向けた取組 
・大学・国研の研究成果の社会実装を促進するとともに、財源の多様化を一層進めるため、企業と大学・国研による大型共同研究
開発を効果的に行う仕組みについて、2019年中に検討する。　 

◆知的財産推進計画２０１９[令和元年６月21日知的財産戦略本部決定] 
３．分散した多様な個性の「融合」を通じた新結合を加速する 
（２）当面の施策の重点 
   ① オープンイノベーションの促進 
   （施策の方向性）  
・ 大学・国研の研究成果の社会実装を促進するとともに、財源の多様化を一層進めるため、企業と大学・国研による大型共同研究
開発を効果的に行う仕組みについて、今年中に検討する。  21 



資金 

外部化法人（共同研究機能等）のイメージ（たたき台） 

ソリュー
ション 

出
資 

施設貸与・ 
利用料金 

クロアポ 

研究者 

大学・国研 

外部化法人 

企業 

資
金
還
元 

○大学・国研は外部化法人に出資 
※株式会社等を想定（大学・国研主導） 

○外部化法人は競争領域を中心とし 
大型共同研究等を実施 

※どのような共同研究を外部化するかは、大学・国研の判断次第 
（基礎研究は主に大学で実施し、企業との開発段階以降の共同研究
等の外部化を想定） 

○大学・国研の研究者が研究案件に応じ
てクロアポ等で外部化法人に所属 

○大学・国研の研究施設・設備等をレン
タル 

外部化法人のイメージ（例） 

○マネジメント職員は専従 

※研究者の給料は、エフォート比率に応じて双方から支払う 

※外部化法人は大学・国研に、施設利用料を支払う 

※知財関連業務等の専門知識を蓄積させる 

22 



外部化法人が有し得る機能例（イメージ）　 

Ø  ドクターやポスドク等の雇用による研究体
制の充実 

Ø  成果に応じた報酬等の処遇 
Ø  経理の明確化による適正な間接経費の確保 
Ø  他大学、国研、民間企業との連携研究の場 

1.共同研究実施機能 

Ø  大学等の研究室レベルの動向を把握し、実験
データ等を蓄積 

3.データ蓄積機能 

Ø  大学等に蓄積した成果を産業につなぐ企画提
案（共同研究組成、TLO） 

     ※内容に応じて、外部化法人が実施 or 大学へのつ
なぎ 
Ø  専門人材による研究／知財マネジメント 

2.オープンイノベーション機能 
(TLO機能＋共同研究促進機能＋会員制共創機能) 

Ø  得られた資金を基金化して運用 
Ø  大学等への資金還元 

5.基金(エンダウメント)機能 

Ø  大学／国研発ベンチャーの立上げ支援 
Ø  ベンチャーキャピタルとして資金支援 

4.ベンチャー創出機能 
（ベンチャー設立育成支援機能＋VC機能） 

Ø  大学等が行っている知財管理業務、URAに
よるサポート等の業務を受託 

7.大学等業務サポート機能 

Ø  特定分野に関し、大学、国研、産業界が連携
する場として国の支援を集中 

8.研究拠点形成機能 

9.その他機能 

6.ポスト確保機能 
Ø  優れた退官教授、若手研究専従者、支援者、

URAや知財専門家等の雇用 

※一つの民間法人として機能を保有する形式以外に、既に設立 
   されているTLOや大学VCを取込んで一体的にマネジメントで
きるよう、異なる機能を保有する複数の民間法人をホールディ
ングする形式での外部化法人も可能とすべく検討。 
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例）特定の大学と密接に連携した運用 

特定の大学や国研が設立 

大学・国研 

大学・国研の外部化法人 

企業 

例）地域の大学が連携して設立 

複数の大学や国研が共同で設立 

大学・国研の外部化法人 

企業 

大学・国研 大学・国研 大学・国研 

（活用例） 

大学・国研の外部化法人（仮称）のイメージ 

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 

AIなど新たな連携拠点の形成 

企業 

大学 
 
 

大学 
 
 

国研 
 
 

外部化法人 
 
 

複数機関で専門人材をプール 

企業 

大学 
 
 

大学 
 
 

大学 
 
 

  外部化法人 
 
 

AI AI AI 

新AI研究拠点 

専門A 専門B 知財 

各分野の専門人材 単独では 
専門人材が不足 
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Singapore 
institutes 

CREATE Foreign 
institutes 

CREATE - CAMPUS FOR RESEARCH EXCELLENCE AND TECHNOLOGICAL 
ENTERPRISE, SINGAPORE 

- 
Managemen
t	

-  Faculty	
-  Endowment	

-  Funding	
-  Facilities	
-  Endowment	
- 

Managemen
t	

-  Faculty	

※ Commenced in 2007	
※ Research area: Environment, Energy, Bio, Urban	
	



CREATE 

NUS 

Yale-
NUS	
Colleg

e 

Duke-NUS	
Medical	
School 



クリーブランドにおける MEMS 支援体制�
(1) Ohio-MEMS-Net	

州内の大学とCleveland Clinic, Edison Technology Center 
 
(2) Micro-fabrication Lab 

Ohio Board of RegentとCase Western Reserve Universityが設立	
8 million for equipment, 3.73million for facilities updated 
5500-sauare-foot lab contains clean-room 
design, testing and characterization of MEMS devices 

 
(3) University of Cincinnati  

4000 square foot clean room 
bioMEMS facilities 

 
(4) Ohio State University and Cleveland MEMS 

bioMEMS 施設	
Medical Imaging Devices, Detectors and Biosensors Laboratory in University of Akron 
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クリーブランドにおける手厚い公的支援：中間的支援組織�

Federal State Local

NASA-Lewis Reserch Center Ohil Science & Technology Leadership
Technology Commission Council

ALCOM-NSF S&T
Center(Liquid crystals) Edisdon Biotechnology Enterprise Development

Inc.(EDI)(incubators 
and entrepreneurs)

Great Lakes Manufuc Edison Polymer Innovation
turing Technology Corp.(EPIC) Research Park(focus 

Center(GLMTC-NIST) on biotechnology)
Cleveland Advanced 
Manufucturing Primus (venture capital

GltTec-RTT Program(CAMP) fund)
(technology transfer
from Great Lakes Ohio Aerospace Institute The Ohio Innovation 
Federal labs) Fund(seed capital)

MEMS-Net

Source 1985 1990 1997
State 59% 51% 22%
Industry 41% 37% 18%
Federal 0% 12% 60%
Total Budget(in millions) $0.9 $13.2 $57.9 28 



産学連携のインパクト�

円の大きさ：その地域が大学から受け取った技術の大きさ	
縦軸：地域内部での大学からの知識習得の％	
横軸：全ての相互作用・技術に基づいた影響力の大きさ 
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X

Weak Local 

R&D Networks 

Strong Local  

R&D Networks 

A

B 

C 

D E 

F 

G 

H 

REGINO’S 

SHARE OF 

TECHNOLOGY Cleveland’s MEMS：Low Share Silicon Valley’s MEMS: High Share 
50%	

70%	

30%	

クリーブランドのMEMSの他地域への吸収	
	MIT,	San	Francisco	への技術の流入		

・閾値	(Critical	Mass)	
・X	以下の地域から	
・X	以上の地域へ	
・地域のR&Dの	
ネットワークの大きさ	
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考えられる選択 

(1)  グローバルな研究・教育拠点の設立	
•  文科省所管の私立大学設置の難しさ 
•  OISTのケース 
•  Cornell	Techのケース 
•  韓国のケース 
•  Toyota	Technological	Institute	at	Chicago	

	
(2)	研究所を中心とした教育拠点の形成	

•  外部化法人の可能性 
•  Stanford	Research	Institute 
•  IMEC	
•  シンガポールのケース	

	
(3)	地域に根ざした次世代型実践的教育拠点	
・カリフォルニアの三層構造の高等教育	
・次世代型工業専門学校？	
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カリフォルニア大学モデル：三層構造 

•  カリフォルニア全体（私立大学も含む）：263校	

•  University	of	California:	9つのcolleges	
•  Berkeley,	UCLA,	UC	San	Diego,	UC	Santa	Barbara,	etc.	
•  博士課程を持つエリート研究大学	

•  California	State	University:	23の地域大学	
•  地域密接型のバブ大学	
•  博士課程を持たないケースが多い。	
•  Ph.D.	を行うために	UC	へ進学するケースも多い。	

•  California	Community	Colleges:	120校	
•  ２年制の基礎教育大学	
•  オバマ大統領の学費全額無料化の提案	
•  CSU	への単位互換によるトランスファー	
•  UC	やスタンフォードへのトランスファーも存在	
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カリフォルニアの高等教育ネットワーク 
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高等教育のエコシステム 

• 初等中等も含めた高等教育のエコシステムを作ること 

• コア大学を中心となる研究・教育機関 

• 多くの実践型教育機関との連携と学生のトランスファー 

• 中心研究教育機関をハブとしたエコシステム 

• 高等専門学校の日本独自の良いモデル 

• 研究支援人材の育成を専門とする実践型カレッジ？ 
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Thank you for your attention!	
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